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山口産業保健総合支援センター 

地域産業保健センター（地域窓口） 9か所 

行政区を分割する管轄（小野田、宇部、山口、防府、徳山、下松） 
複数の郡市医師会のある管轄（小野田、山口、下松、岩国） 



地域窓口業務 の 課題 

１）地域窓口業務内容を把握 

２）事業場に提供できる情報を収集 
 地域窓口としてストレスチェック調査を受託する機関
の紹介や支援ができる 

 情報提供による、事業場とセンターの関係づくり 

３）事業場の地域窓口に対するイメージ 
 山口県内の労働者30人以上50人未満の事業場に地
域窓口活動に関する情報を提供し、明らかにした。 

小規模事業場からの積極的な利用は少ない。（H27)  

実態把握の必要性 



調査１ 地域窓口業務の把握 

期間 平成26年4月から平成28年3月まで 

地域窓口の業務記録を集計 

産業保健総合支援センターに報告された報告書 

• 様式地3（産業保健活動記録票） 

• 様式地5（労働時間等に関するチェックリスト） 

• 様式地6（面接指導結果報告書及び事後措置に関す
る意見書） 

• 様式地7（健康相談記録票）  

 

 
平成26年度の記録がセンターに残って 
いなかった（システムから削除）。 



調査1 結果 地域窓口業務の把握 

相談対応 面接指導 個別訪問 

事業場または労働者の衛生管理に関する 

 支援・就業に関する意見陳述・保健指導 

（つまり、ほぼすべての個別事業場対応の集計） 

 

地域窓口の対応に違いがある。 
  地域窓口同士の情報交換が少ない。 

担当医師 
     多い ⇔ 少ない 
対応場所 事業場 
   ほとんどなし ⇔ 事業場もあり 
労働者あたり、事業場あたり件数 
     多い  ⇔ 少ない 

804 
935 

H26 H27 

年間件数 16% Up 



調査1 結果 地域窓口業務の把握 

相談対応 

長時間労働者に対する保健指導と 
事業場への就業意見陳述 

面接指導 個別訪問 

280 248 

H26 H27 

年間件数 11% Down 

増えた業種 運送業 面接指導の指導・就業意見の集計 
          ⇒ 産業医等の教育資料 
 
蓄積疲労が重く、考慮すべき心身の状況にある労働者 

75–90%要保健指導か要医療指導 
92–100%に就業制限 
 
蓄積疲労がなく、考慮すべき心身の状況にない労働者 

91–95%が指導不要 
19%に就業制限はなかった。 
 



調査1 結果 地域窓口業務の把握 

相談対応 面接指導 個別訪問 

登録産業医が事業場を訪問して、指導 

63 

317 

H26 H27 

年間件数 5倍 Up 個別訪問件数の増加は、平成26年10月ごろ

に相談対応を事業場で実施した場合は、個別
訪問に繋げるように指示があった。 

指導内容 
  最も多い 健康診断、保健指導 
平成27年度に10件以上の相談 

 職場巡視実施、車運転業務、有機溶剤業務、
メンタルヘルス対策、喫煙対策、暑熱環境、健
康診断、保健指導、健康増進活動 

職場巡視 
平成26年度8/63件 ⇒ 平成27年度17/317件 



調査2 
提供する情報 

 ストレスチェック調査実施支援 
 特殊健康診断実施支援を行う機関リスト 

調査対象 
山口県内148病院 
専ら健康診断等をする12機関 

方法 
郵送による質問紙調査 

結果 
公表を前提として依頼 
ホームページと印刷物 



調査2 結果 提供情報 

特殊健康診断 

高圧・潜水作業、電離放射線、特定化学物質、有機溶剤、鉛、四アルキル鉛、じん肺、
石綿、歯科、腰部負担作業 



調査3 事業場の意識調査 
対象 
山口県内の労働者30人以上50人未満の約1,927の事業場 

方法 
郵送質問紙調査 

地域窓口の利用案内を送付 

回答者 
衛生管理を行っているもの（衛生推進者等） 

調査内容 

事業の業種、特殊健康診断、ストレスチェック調査の実施状
況、関連企業や親企業との関係、労働衛生に関する関心や
課題、地域窓口のイメージ（認知、利用経験）  

 



調査3 結果 事業場の意識調査 
衛生管理の取り組み 

 

ストレスチェックの取り組み 

 
割合（%）
実施した 実施してみ

たい
実施するつ
もりはない

空欄

単独企業分散型 50.5 30.8 17.3 1.4
請負・資本提携型 39.6 31.4 26.4 2.5
業界団体所属型 38.6 33.3 26.3 1.8
地域集積型 25.0 35.7 35.7 3.6
単独型 21.2 43.6 31.5 3.6
複合 55.6 5.6 27.8 11.1
合計 39.7 34.4 23.6 2.4

割合（%）
健診の
み

特定健
診のみ

取り組
んでい
る

取り組
みたい

取り組
めない

取り組
むつもり
ない

空欄

単独企業分散型 44 3 50 1 1 0 0
請負・資本提携型 44 3 52 0 0 0 1
業界団体所属型 46 0 51 2 0 2 0
地域集積型 64 0 36 0 0 0 0
単独型 56 5 34 2 1 1 1
複合 56 0 44 0 0 0 0
合計 48 4 45 1 1 1 0

健診のみが半分 

ストレスチェックをしたい事業場が１/３ 



調査3 結果 事業場の意識調査 
センターの認知 

割合（%）
総合支援センター 地域センター
あり なし 空欄 あり なし 空欄

単独企業分散型 56 43 1 45 54 1
請負・資本提携型 64 36 1 47 53 0
業界団体所属型 46 53 2
地域集積型 64 32 4 46 50 4
単独型 53 47 0 36 63 1
複合 56 39 6 44 50 6
合計 56 43 1 43 56 1

センター利用 割合（%）
利用したこと
がある

利用しにくい 利用しない 空欄

単独企業分散型 18.5 24.6 45.0 14.4
請負・資本提携型 23.9 25.8 39.6 13.8
業界団体所属型 24.6 21.1 43.9 14.0
地域集積型 21.4 28.6 50.0 14.3
単独型 19.1 35.8 33.0 15.2
複合 27.8 22.2 50.0 5.6
合計 19.9 27.8 41.0 14.4

知らない事業場が4割      6割近く 

利用しにくい 3割 



利用しない理由 

利用しにくい理由 数  
どんなことをしてくれる活動がわからない 226 

相談して何が変わるのかがわらからない、効果がわからない 118 

電話するのは面倒くさい、電話しにくい 40 

【知らなかった、利用したい】 センターの存在や活動内容を「知らなかった」。「機会があれば利
用したい」。 

【労働者の勤務体制】 労働者の勤務体制で、「出張がある」、「シフト勤務」、「夜勤」、「外
勤」、労働者によって勤務時間がばらばらで、「時間を合わせるの
が難しい」。 

【サービス提供体制】 土曜日や日曜日の休みに対応しない、電話してもつながらない、
遠方で利用しにくい、利用方法がわからない。 

【サービス内容・効果】 非現実的な指導や措置に関する意見に対応できない 
  健康保険組合等の保健指導でも効果がない。 

【ニーズ】 サービスを利用する「必要がない」。 

【管理体制】 会社で「取組をしていない」、「社内での調整が難しい。従業員の理
解が得にくい」、「業務を増やしたくない」 

  健康保険組合等の「保健指導」を受けている。 

【プライバシー】 個人情報が、上司、他の職員に知られやすい。 

上位3項目 

自由記載 産業医等と契約があり、不要 353 



まとめ 

• 地域窓口の活動を周知する努
力をしていない。 

• 地域窓口の活動方法に 
ばらつきがあること 

• スタッフの資質向上と事業場へ
の周知活動が必要である。 

 

• 事業場も、 
センター、地域窓口の活動を
知らない。 

平成29年度 
 調査研究事業 
 
広報活動の効果 
登録保健師の効果 
 
セミナーや市医師会 
 啓蒙、教育 

理由がある 
 制度上の課題 



活動記録 データベース 

様式3 個別訪問 
様式7 相談対応 様式6 面接指導（労働者個人名） 

様式3 個別訪問 

 衛生管理に関する助言・指導 

様式7 相談対応 

 健康診断後 就業意見 

 保健指導 

 衛生管理 指導 

 保健相談    など 

様式6 面接指導（労働者個人名） 

    長時間労働者など 

事業場情報など 
 同じ項目を何度も 
 記入しないといけない。 
 
地域窓口によって 
 記録方法が異なる 

入力用データベースが 
  欲しい。 

課題 
 地域窓口で環境の違い 
   ネットワーク 
   電子機器 
 センターのシステムと連動しない 


